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人口減少と高齢化が全国より早く進行する典型的な中山間地域である長野県南信州地域を対象に，近い

将来交通困難者になりうる高齢者を対象として，公共交通利用頻度と自家用車の利用状況や歩行能力の把

握を行った．その結果，約7割が公共交通を利用しない，あるいは年に数回程度しか利用しない状況にあ

ることが分かった．次に，公共交通利用頻度の決定要因として自家用車利用可能性・公共交通利便性・歩

行能力・個人属性を設定し分析を行った．その結果，自家用車利用可能性は公共交通利用頻度の主要な規

定要因であること，歩行補助具の使用は公共交通利用の阻害要因であることが分かった．以上より，1)高
齢者対象のモビリティ・マネジメントの重要性，2)歩行補助具を使用する高齢者にも使いやすい公共交通

のあり方を考えることの必要性，が明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

自家用車に依存したライフスタイルが定着する一方，公

共交通の衰退が進行している．国や多くの地方自治体は，

公共交通への補助金投入や，コミュニティバス・デマンド

交通の運行などの対策を行っているが，自家用車の利便性

に押されて苦戦している例が多い． 

さらに，地方部では高齢化が特に進んでいる．体力が衰

えた高齢者にとって，自家用車は公共交通に比べて使いや

すい手段である．しかし，高齢ドライバーの交通事故は増

加傾向にある．自らの運転に不安を感じて運転免許を返上

する時には，公共交通利用に転換するのは体力的に困難な

状況に達しており，状況によっては交通困難者1)になりかね

ない．その場合，行政が追加的に対策を行う必要が生じ，

財政負担が重くなることが危惧される．そこで，運転がで

きるうちに自家用車と公共交通を賢く使い分けるライフス

タイルへの変容を促す必要がある．そのためにも，公共交

通を高齢者の移動特性に合わせることが重要である． 

本研究では，長野県飯田市を中心とする南信州地域14市

町村の高齢者を対象として普段の外出目的や公共交通の利

用頻度を把握し，それと自家用車利用可能性・公共交通利

便性・歩行能力・個人属性との関係を検証することを目的

とする．南信州地域では，高齢化率が全国平均を大きく上

回っている．また，民営バス路線が全くなく，公的補助で

バス路線網が維持されていることや，地理的状況（坂道が

多い・道路幅が狭い・カーブが多い）から，高齢者が交通

困難に陥りやすい状況にある．それゆえ今後の高齢社会を

検討するうえで事例研究に適している地域であると考えら

れる． 

 

2. 高齢者の交通行動に関する既往研究 
 

高齢者の交通行動に関する研究は多数存在する．行動特

性や外出実態に関する既往研究には，北川ら2)，全ら3)，な

どがある．北川らは，高齢者の潜在的なモビリティ欲求を

充足する施策整備の方向性を明らかにすることを目的とし

て，大阪府羽曳野市で実施された交通調査のデータを用い

て，就業・自動車利用・交通困難（交通機関を利用すると

きに何らかの身体的条件により利用のできない層）の属性

を取り上げ，年齢区分別に外出目的や外出頻度の比較を行

った．それをもとに数量化III類により因子を抽出すること

により高齢者のグループ分けが行われた．その結果，交通
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困難の有無，公共交通利用・未利用，自動車交通利用・未

利用，就業の有無のグループに分けられることが示された． 

全らは，障害手帳や介護認定を受けた高齢者の日常外出

実態を明らかにすることを目的として，東京都杉並区に居

住する高齢者を対象に，年齢・性別・障害者手帳の保持・

介護認定の有無・介護度・階段の上り下りの状況・歩行補

助具の使用状況による平均外出頻度の違いを，分散分析や

平均値の差の検定により検討した．その結果，性別・年

齢・介護認定・階段の上り下り，使用する歩行補助具の違

いによって平均外出頻度が異なることが明らかにされた． 

これらの既往研究を踏まえて，本研究では高齢者の交通

行動を規定する要因が，交通手段利用可能性，身体能力，

個人属性からなると考えて分析を進める． 

なお，以上の他にも，高齢者の交通行動に関する研究に

は，高齢者の活動能力と公共交通サービス阻害要因に関す

る研究として谷本4)，アクティビティ・ダイアリーを用いた

高齢者の活動・交通実態把握に関する研究として西井ら5)，

立地条件による高齢者の外出阻害要因に着目した研究とし

て徳田6)がある． 

 
3. 対象地域の概要 

 

長野県南信州地域は14市町村によって構成され，人口

は約16万人で，世帯数は約6万世帯である．高齢化率

（総人口に65歳以上が占める割合）は30.8パーセントと

高く，最も高い天龍村では55.8パーセントである（表-

1）7) 8)．飯田市中心部を除いてほとんどの集落は坂道の

多い急峻な場所にあり，道路幅が狭くカーブが多いこと

が特徴である． 

地域は大きく中心部の飯田市と，北部，南部，西部に

大きく分けられる．通勤・通学・買い物などの日常生活

の移動においては市町村間の移動があり，特に飯田市を

行先とするものが多く，生活圏を一体としている．南北

をJR飯田線が運行されているが，主に地域内移動に利用

されており，県外へのアクセスはJR飯田駅等のバス停を

発着する高速バスによることが多い．一般のバス路線は，

民営の路線は全くなく，すべてが自治体の路線となって

いる．JR飯田駅と他の町村を結ぶ基幹路線が4路線，複

数市町村を運行する准基幹路線が4路線，基幹・准基幹

路線のフィーダーとなる支線路線が24路線ある．なお，

飯田市および隣接する高森町の上市田地域においては，

公共交通空白を補完するために予約型の乗合タクシーが

12路線運行されている（図-1）9)． 

以上のような状況から，同地域では市町村間のバス路

線を一体の地域公共交通システムとらえ，各市町村が道

路運送法に基づいて地域公共交通会議を組織しつつ，そ

の上位組織として，14市町村が組織し南信州広域連合が

事務局となる地域公共交通活性化・再生法に基づく法定

協議会を持ち，地域公共交通連携計画を全域を対象とし

て策定している．これは生活圏あるいは定住自立圏を考

慮した交通計画策定の仕組みであり，今後の動向が注目

される10)． 

 

4. 高齢者アンケートの結果概要 

 

(1) 調査方法 

アンケートは南信州地域14市町村在住の65歳以上の高

表-1 南信州地域の概要（平成25年10月） 

構成市町村 
飯田市・天龍村・松川町・豊丘村・下條村・阿南町・ 
阿智村・高森町・喬木村・売木村・根羽村・泰阜村・ 
平谷村・大鹿村 

人口・世帯数・面積 
人口 165,443人 世帯 58,832世帯 面積 1,929.19km2 

高齢化率（65歳以上人口割合） 
平均30.8％ 最大55.8％ (天龍村) 最小28.9％ (高森町) 

 

図-1 地域公共交通網の概略 

 

表-2 高齢者アンケートの概要 
調査時期 平成 25年 9月～10月 
調査対象 南信州地域在住の高齢者（65歳以上） 

調査方法 郵送，自動車学校の高齢者教習，高齢者交通
教室，高齢者健康教室，自治会での配布 

調査内容 

年齢・職業・性別・居住地，歩行能力（階段
の上り下りの状況，杖・車椅子等の利用状
況），普段の外出目的，公共交通の利用頻
度，自動車利用状況，  

配布数 
1,895 通（郵送 1230 通・自動車学校の高齢者
教習での配布 300 通・高齢者交通教室や町村
窓口での配布 365通） 

回収数 1,482通（回収率 78.2%） 
有効回答数 1,000通 
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齢者に郵送・自動車学校の高齢者教習・高齢者交通教

室・町村窓口等での配布によって行われた．回収数は

1,482通（回収率78.2％）であった．調査内容は，年齢・

職業・性別・居住地などの個人属性，普段の外出目的，

公共交通の利用頻度，自家用車利用状況，歩行能力（階

段の上り下り，杖・車椅子等の利用状況）である（表-

2）．以下では，回答漏れ等の不備があるものを除いた

1,000通の結果を見ることにする． 

 

(2) 回答者の個人属性 

回答者の個人属性は男性比率が50.9パーセントであり，

年齢構成は75～79歳が最多で23.9パーセント（図-2），

家族構成は夫婦のみの世帯が最多で40.2パーセントであ

った（図-3）． 

回答者の居住地の構成は飯田市が38.3パーセントで最

も多く，続いて天龍村が32.7パーセントであった．また，

松川町・豊丘村が5パーセント台，高森町・阿南町・阿

智村・下條村が2～3パーセント台，その他の町村が1パ

ーセント前後であった（図-4）．南信州地域の総人口に

天龍村の総人口が占める割合は0.9パーセントであるこ

とと比較すると，天龍村の回答数は突出しているが，こ

れは天龍村では郵送以外の方法として自治会の役員の協

力を受けたことが影響している．天龍村は高齢化率が特

に高いことが影響して，普段から活発に近所付き合いが

行われていることが回収数を増やすことにつながった． 

 

(3) 歩行能力の状況 

アンケートでは歩行能力の状況を確認する項目を設け

た（表-3）．階段の上り下りに関する質問を行い，垂直

移動の困難さを確認した．垂直移動が困難の回答（表-3

①の選択肢1または2を選択）は96件あり，うち約7割を

75歳以上が占めていた．また，歩行のために杖・歩行補

助車・車椅子・シニアカー等を使用することがあるかの

質問を行い，水平移動の困難さを確認した．水平移動が

困難という回答（表-3②の選択肢1または2を選択）は47

件あり，うち約75パーセントを75歳以上が占めていた

（図-5）． 

 

(4) 普段の外出目的 

図-6は外出目的の年齢層別の構成である．ほとんど外

出しないと回答した回答者のうち，約7割が80歳以上で

あった．通院目的は約6割が75歳以上であった．買い物

目的は，65歳から79歳までがそれぞれ25パーセント前後

であり，他の目的と比べると年齢層によるばらつきは比

較的に小さいものの，80歳以上は少ない． 

 

(5) 公共交通の利用頻度 

公共交通の利用頻度は，利用しない・年に数回程度と
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図-2 有効回答者の年齢層 
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図-4 回答者の居住市町村 
 

表-3 歩行能力に関する設問 

 質問 選択肢 

① 
垂直

移動 

階段の上り下りが
できますか。 
（１つ選択） 

1) 困難である 
2) 人に手伝ってもらえばできる 
3) 手すりがあればできる 
4) 困難を感じずにできる 

② 
水平

移動 

歩くときに歩行を
補助するものを使
いますか。 
（複数回答） 

1) 車いす・シニアカー等を使用 
2) 歩行補助車を使用 
3) 杖を使用 
4) 使わない 
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図-5 歩行能力の状況 
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図-6 外出目的別に見た年齢層の構成 
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の回答が75.5パーセント，月1～4回程度が23.4パーセン

ト，週2～3回以上が1.1パーセントであった．年齢層別

に見た公共交通による外出頻度の構成を見ると，65歳か

ら69歳では，約8割が公共交通を利用しない，または年

に数回程度しか利用しておらず，年齢が比較的に若い高

齢者の方が公共交通を利用していない．また，高齢の方

が公共交通の利用頻度が高い（図-7）． 

 

(6) 自家用車の利用状況 

自家用車を運転できる状況にある（すなわち，運転免

許と自家用車を保有している）回答者は回答者全体の

62.2パーセントであった．その年齢層別の構成は，運転

できる状況にある者の約8割が65歳以上79歳以下であり，

運転できない状況にある者の約7割が75歳以上であった

（図-8）．また，自家用車を運転できる状況にある者の

性別構成では，男性の約8割が運転できる状況にあるの

に対し，女性は約6割が運転できない状況にある（図-

9）． 

 
5. 高齢者の公共交通利用頻度に関する要因分析 

 

(1) 分析の目的 

本研究では，既往研究のレビューをもとに，高齢者の

公共交通利用頻度に関する意思決定要因を，①交通手段

（自家用車および公共交通）の利用可能性，②歩行能力，

③個人属性の3つの要因に分類した．本節では，多項ロ

ジットモデルを用いて，これらの要因が高齢者の公共交

通利用頻度に与える影響を検証する． 

 

(2) 分析モデル 

表-4は分析に使用したモデルと変数である．分析に使

用したデータは4章で見た南信州地域の高齢者を対象と

したアンケート調査1,000通である． 

目的変数は，公共交通利用頻度である．利用頻度は少

ない順に1)利用しない・年に数回，2)月1～4回程度，3)

週2～3回以上の3段階の区分からなる． 

説明変数は，上記の①に関して，自家用車利用として，

自分で運転する状況にあるかどうか，または誰かに送迎

をしてもらえる状況にあるかどうかという2つの変数を

使用した．公共交通整備状況として，公共交通が不便な

理由に，駅やバス停が遠いことを挙げたかどうかに関す

る変数を使用した．また，乗合タクシーが飯田市と高森

町の一部で運行されていることから，乗合タクシー運行

に関して飯田市を1，それ以外の町村を0とする変数を使

用した．②に関しては，歩行能力として，階段の上り下

りに困難がともなうか（垂直移動が困難かどうか），ま

た，歩くときに歩行補助車・車いす・シニアカーのいず

れかを使うかどうか（水平移動に制約があるかどうか）
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図-7 年齢層別に見た公共交通の利用頻度 
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図-8 自家用車を運転できる状況にある者の年齢層別構成 
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図-9 自家用車を運転できる状況にある者の性別構成 

 

表-4 高齢者の公共交通利用頻度に関する要因分析 

分析モデル 多項ロジットモデル 
目的変数 

名称 内容 カテゴリ 

公共交通利用 
頻度 

公共交通（バス，鉄
道，乗合タクシー）
を利用する頻度 

1) 利用しない・年に数回 
2) 月 1～4回程度 
3) 週 2～3回以上 

説明変数 
名称 内容 カテゴリ 

自家用

車利用 

自分で 
運転 

運転免許と自家用
車を保有 

1) 保有（利用可能） 
0) 非保有（利用不可） 

送迎 

最寄りの駅・バス停
への移動手段が自
家用車による送迎
で本人は運転免許
を持っていない 

1) 該当 
0) 非該当 

公共 
交通 

利便性 

最寄駅バス
停が遠いと

思うか 

公共交通が不便な
理由に駅・バス停が
遠いを選択 

1) 選択 
0) 非選択 

乗合タクシ
ー運行 

居住市町村に乗合
タクシーが運行 

1) 運行（飯田市） 
0) 非運行（その他） 

歩行 
能力 

垂直移動
困難 

階段の上り下りが 
困難 

1) 困難 
0) 困難でない（人に手伝

ってもらう・手すりがあ
ればできるという回答
を含む） 

水平移動
困難 

歩行補助車・車い
す・シニアカーのい
ずれかを使う 

1) 使用 
0) 不使用 

個人 
属性 

年齢 75歳
以上 年齢が 75歳以上 1) 該当 

0) 非該当 

女性 性別が女性 1) 該当 
0) 非該当 

会社員 職業が会社員 
1) 該当 
0) 非該当 
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に関する変数を使用した．③に関しては，個人属性とし

て年齢・性別・就業に関する変数を使用した．分析に使

用した変数の分布状況を表-5に示す． 

分析に使用したモデルは多項ロジットモデルである．

多項ロジットモデルで個人nが選択肢iを選択する確率は

式(1)で表される． 

Ji
V

V
iP

jn

J

j

in
n ,,1,

)exp(

)exp(
)(

1

L==
∑ =

　
µ

µ
 (1) 

6. 分析結果 

 

表-6は高齢者の公共交通利用頻度に関する多項ロジッ

トモデルによる推定結果である．表-6に書かれている係

数は，1)公共交通を利用しない，または年に数回利用す

るという選択肢から，2)月1～4回程度，および3)週2～3

回以上に移行する確率を表している．ハウスマン検定を

行ったところ，この多項ロジットモデルにはIIAが成立

していることが確認された． 

公共交通をほとんど利用しない状況から月に数回程度

利用する状況に移行する確率には，自家用車の利用可能

性と歩行能力（水平移動困難）が負の影響を与えている．

一方で，年齢が75歳以上であることや会社員であること

は正の影響を与えている．75歳以上であることに関して

は，これらの世代の人々が若い頃から日常的に公共交通

利用になじみがあったことが影響していると考えられる．

会社員であることは，通勤で定期的に公共交通を利用す

ることがあるためと考えられる．また，公共交通利便性

や性別は有意な影響を与えていない．駅やバス停が遠い

ことに関しては，回答者の主観的な感覚による回答をも

とに作成した変数であり，約7割の高齢者が公共交通を

ほとんど利用していない現状を踏まえると，駅やバス停

が遠いという個人の認識が必ずしも正しくない可能性が

ある．乗合タクシー運行に関しては，飯田市の全域を運

行しているわけではなく，特に公共交通の不便な地域を

対象に運行されているため，今回の変数の設定の仕方で

は現状を上手く捉えきることができなかったと考えられ

る．今後は，公共交通利便性に関する変数の再検討が必

要である． 

公共交通をほとんど利用しない状況から週に2～3回以

上利用する状況に移行する確率には，自家用車を自分で

運転できるという属性が負の影響を与えている．このこ

 

表-5 高齢者公共交通頻度多項ロジットモデルの変数分布 

目的変数 
 1＝利用しな

い・年数回 
2＝月 1～4

回程度 
3＝週 2～3

回以上 

公共交通利用頻度 755 
〔75.5%〕 

234 
〔23.4%〕 

11 
〔1.1%〕 

説明変数 
 1＝該当 0＝非該当 

自家用車 
利用 

自分で運転 622 
〔62.2%〕 

378 
〔37.8%〕 

送迎 
50 

〔50.0%〕 
950 

〔95.0%〕 

公共交通 
利便性 

最寄り駅バス
停が遠い 

137 
〔13.7%〕 

863 
〔86.3%〕 

乗合タクシー
運行 

371 
〔37.1%〕 

629 
〔62.9%〕 

 1＝困難 0＝困難でない 

歩行能力 
垂直移動困難 96 

〔9.6%〕 
904 

〔90.4%〕 

水平移動困難 47 
〔4.7%〕 

953 
〔95.3%〕 

 1＝該当 0＝非該当 

個人属性 

年齢 75歳以上 
538 

〔53.8%〕 
462 

〔46.2%〕 

女性 491 
〔49.1%〕 

509 
〔50.9%〕 

会社員 35 
〔3.5％〕 

965 
〔96.5％〕 

単位：人 

表-6 高齢者公共交通利用頻度多項ロジットモデルの推定結果 
 2) 月1～4回程度 3) 週2～3回以上 

係数 t値 係数 t値 
自家用車

利用 
自分で運転 -2.15*** -10.2 -2.60*** -3.01 

送迎 -1.11*** -3.01 -0.464 -0.41 

公共交通

利便性 
最寄駅バス停が遠い -0.286 -1.15 0.231 0.28 

乗合タクシー運行 -0.174 -0.98 -1.01 -1.27 

歩行 
能力 

垂直移動困難 0.261 0.97 -13.6 -0.02 

水平移動困難 -0.788** -1.97 -13.0 -0.01 

個人 
属性 

年齢75歳以上 0.437** 2.42 -0.185 -0.28 

女性 -0.244 -1.23 -0.0610 -0.08 

会社員 0.856* 1.85 2.21 1.79 

定数項 -0.0643 -0.26 -2.53*** -3.08 

擬似決定係数 0.160 

対数尤度 -505.4 

サンプル数 1,000 

基準カテゴリ： 1) 公共交通を利用しない，または年に数回利用する       *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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とから，公共交通利用頻度の決定にとって，自家用車を

利用できるかどうかは重要な要因であることが明らかと

なった． 

 

7. まとめ 

 

本研究では，高齢化が顕著に進む地方部である長野県

南信州地域を対象に，公共交通のサービスレベル低下に

より交通困難者になりかねない高齢者を対象として，公

共交通利用頻度の把握を行った．その結果，約7割が公

共交通を全く利用しない，あるいは年に数回程度しか利

用しない状況にあることが分かった．続いて，公共交通

利用頻度の決定要因を，自家用車利用可能性，公共交通

利便性，歩行能力，個人属性に分類して分析を行った．

その結果，自家用車の利用可能性は重要な要因であるこ

と，また，歩行能力低下による歩行補助具使用は公共交

通利用の阻害要因であることが分かった．それゆえ，今

後のますますの高齢化が進む状況において，第1に，高

齢者に自家用車依存型のライフスタイルから変容するモ

ビリティ・マネジメントが必要であること，第2に，歩

行補助具を使用する高齢者にも使いやすい公共交通のあ

り方を考えることが必要であることが分かった． 

今回の分析では公共交通利便性に関する指標として，

回答者の主観的な指標（最寄駅・バス停が遠い）を使用

したが，この指標では利便性が利用頻度に与える影響を

把握することができなかった．また，乗合タクシーの運

行状況に関する指標にも改善余地がある．今後は，これ

らの点について，地図情報等を活用して詳細に検討する

ことを予定している． 
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AN ANALYSIS OF THE FREQUENCY OF PUBLIC TRANSPORT USE OF 

ELDERLY RESIDENTS IN MINAMI SHINSHU REGION, NAGANO 
PREFECTURE 

 
Akiko SUGIURA, Nobuhisa NAKATA, Hirokazu KATO, Hiroyoshi MORITA, 

 and Shin SUGIURA 
 

Elderly people may lack ability to use public transport because of their decreased physical ability in the 
near future. This study investigates and analyzes the frequency of public transport use of elderly residents 
in Minami Shinshu region, Nagano prefecture. The main findings are: 1) approximately 70% of the elders 
rarely use public transport, and 2) the potential usability of private cars and walking aids negative impacts 
on public transport use. To reverse these behaviors, the authors recommend 1) encouraging elders who 
usually drive a car to utilize public transport, and 2) designing accessible public transport for elders re-
quiring walking aids. 


